
 

 

 

 

 

 

 

 

１ 計画の目的等 

(１) 計画の目的 

「倉敷市耐震改修促進計画」（以下「本計画」といいます。）は，建築物の耐震診断及び耐震改修

の促進を図ることによって，地震による人的被害及び経済的被害を軽減することを目的として，「建

築物の耐震改修の促進に関する法律」（平成７年法律第１２３号。以下「耐震改修促進法」といいま

す。）に基づき，平成２０年３月に策定しました。また，建築物の耐震化を強力に推進していくこと

が不可欠であることから，既存建築物の耐震化を緊急に促進するため，平成２５年１１月施行で耐震

改修促進法が改正され，これに伴い，本計画も平成２８年３月に改正しました。 

本計画は，国や県が掲げる耐震化率の目標並びに市内で想定される地震規模・被害状況及び耐震化

の現状等を踏まえて，住宅・建築物等の所有者等が，自らの問題として，また，地域の問題として 

意識し，地震防災対策に取り組むための目標を定めるものです。 

本市では，このような所有者等にとって耐震診断及び耐震改修を行いやすい環境の整備や負担軽減

のための制度等の必要な施策を講じ，もって耐震化の促進を図ることとします。 

 (２) 計画期間 

計画期間は国の基本方針及び「岡山県耐震改修促進計画」に基づき，平成２８年度から平成３２年

度までの５年間とします。 

(３) 耐震化を図る建築物 

 市内にある昭和５６年５月３１日以前に着工された次の建築物について重点的に耐震化を図ります。 

ア 住宅 

イ 特定建築物（耐震改修促進法第１４条第１号から第３号） 

ウ 防災拠点となる公共建築物 

エ 要緊急安全確認大規模建築物（耐震改修促進法附則第３条第１項） 

 オ 要安全確認計画記載建築物（耐震改修促進法第７条） 

 

 

１ 想定される地震の規模 

(１) 南海トラフ巨大地震 

● 想定震源断層域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (２) 断層型地震 

震度

６強 

岡山市（北区を除く），倉敷市倉敷市倉敷市倉敷市，

笠岡市 

震度

６弱 

岡山市（北区），玉野市，井原

市，総社市，備前市，瀬戸内市，

赤磐市，浅口市，和気町，早島

町，里庄町，矢掛町 

震度

５強 

津山市，高梁市，新見市，真庭

市，美作市，勝央町，久米南町，

美咲町，吉備中央町 

震度

５弱 

新庄村，鏡野町，奈義町，西粟倉

村 

倉倉敷敷市市耐耐震震改改修修促促進進計計画画［［概概要要版版］］  

平平成成２２８８年年３３月月  

倉倉  敷敷  市市  

はじめに 

第１章 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標 



 (２) 断層型地震 

● 断層の位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 耐震化の現状と目標 

 (１)  住宅の耐震化の現状と目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※住宅土地統計調査を用いて，国の推計方法に準じて推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マグニチュード ８．０ ７．４

発生確率 ほぼ０～０．３％ ０．０９％

県内最大震度 ６弱 ６強

岡山市 岡山市

倉敷市倉敷市倉敷市倉敷市 倉敷市倉敷市倉敷市倉敷市

笠岡市 笠岡市笠岡市笠岡市笠岡市

井原市

浅口市

早島町

里庄町

断層名

中央構造線

断層帯

長者ヶ原－

芳井断層

震度６弱以上

の市町村

（赤字は震度（赤字は震度（赤字は震度（赤字は震度

６強）６強）６強）６強）

当初の耐震化率 現状の耐震化率 目標の耐震化率

（平成19年度末） （平成26年度末） （平成32年度末）

住　宅 72％ 80％ 95％

区　分

耐震化率 80％ 目標：耐震化率 95％ 



 (２) 特定建築物の耐震化の現状と目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 市が所有する建築物の耐震化への取り組み 

 本市が所有する建築物については，上記の耐震化率の目標達成に向け，計画的に耐震化に取り組みます。また，

区分１に該当する本市が所有する建築物については，上記にかかわらず，平成３２年度末『耐震化率１００％』

を目指し，計画的に耐震化に取り組みます。 

 

 

１ 耐震診断及び耐震改修に係る基本的な取組方針 

建築物の所有者等は，地震防災対策を自らの問題として，また，地域の問題として捉え，主体的に取り組むこ

とが何よりも重要であり，目標達成のための前提となります。 

本市では，このような所有者等の取り組みを支援する観点から，耐震診断及び耐震改修に伴う所有者等の負担

軽減のための制度や耐震化を行いやすい環境整備など必要な施策を講じること，所有する公共建築物の耐震化

に取り組むこととします。 

２ 耐震診断及び耐震改修の促進を図るための支援策の概要 

広く市民に対して建築物の耐震診断及び耐震改修の必要性や重要性について周知・徹底を図るため，本市では

啓発に積極的に取り組むとともに，耐震診断及び耐震改修等の補助制度，国の税制（耐震改修促進税制等），融

資制度等の活用を図りながら，建築物の耐震化の促進を図ります。 

３ 耐震改修の実施を促すための環境整備 

 (１) 専門技術者の紹介体制の整備 

(２) 講習会等による普及啓発 

４ 安価な耐震化工法・耐震シェルター等設置・部分耐震改修の普及 

(１) 低コスト耐震化工法の普及 

(２) 耐震シェルター・防災ベッドの設置・木造住宅部分耐震改修の普及 

５ 地震時の総合的な安全対策に関する事項 

(１) 建築物の耐震化に加えて行うべき事前の対策 

   建築物の耐震化だけでなく，ブロック塀の安全対策，ガラスの破損対策，天井の落下防止対策，エレベー

ター及びエスカレーターの安全対策，給湯設備等の転倒防止等の必要性が指摘されています。このため建築

物の所有者等に防災点検実施の啓発をするとともに必要に応じて改善指導等を行います。 

(２) 地震発生後の対応 

   岡山県等と連携して，地震発生後の住宅・建築物の安全性を確保するための必要な体制等の整備を行いま

す。 

当初の耐震化率 現状の耐震化率 目標の耐震化率

（平成19年度末） （平成26年度末） （平成32年度末）

区

分

１

災害対策本部及び

現地対策本部を設

置し、被災後応急

活動や復旧活動の

拠点となる建築物

県・市町村の庁

舎、警察本部、警

察署で地域防災計

画等で定めるもの

88％ 91% 95％

区

分

２

被災時に、避難者

及び傷病者の救援

活動など救助活動

の拠点となる建築

物

公立の学校、病

院、体育館、公民

館、各種セン

ター、消防署等で

地域防災計画等で

定めるもの

47％ 76% 95％

区

分

３

不特定多数の者が

利用する建築物

病院、劇場、観覧

場、集会場、展示

場、百貨店等で法

の指示対象建築物

70％ 83% 95％

区

分

４

その他の建築物

賃貸住宅（共同住

宅に限る。）、寄

宿舎、下宿、事務

所、工場等

39％ 82% 95％

48％ 73％ 95％

区　分

多

数

の

者

が

利

用

す

る

建

築

物

危険物の貯蔵又は処理場の用途に供する建築物

第２章 建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策 



６ 地震発生時に通行を確保すべき道路に関する事項 

耐震改修促進法第５条第３項第２号及び３号の規定では，建築物が地震によって倒壊した場合において，道路

の通行を妨げ，多数の者の円滑な避難を困難とすることを防止するため，『通行障害既存耐震不適格建築物の敷

地に接する道路に関する事項』について，都道府県は，都道府県耐震改修促進計画に記載することができ，また

市町村は，同法第６条第３項第１号及び２号の規定により，市町村耐震改修促進計画に記載することができると

規定されています。  

 現段階では，「岡山県耐震改修促進計画」において，倉敷市内の区間における耐震改修促進法第５条第３項第

２号及び第３号の規定に基づく，通行障害既存耐震不適格建築物の敷地に接する道路に関する事項の記載はあり

ませんが，本市としては今後も岡山県と協議を行いながら，「岡山県耐震改修促進計画」に記載され次第，速や

かに本計画への記載を検討し，当該道路沿道の建築物の耐震化を図ります。 

７ 地震発生時に利用を確保することが公益上必要な建築物に関する事項 

 耐震改修促進法第５条第３項第１号の規定により，「岡山県耐震改修促進計画」に記載する地震発生時に利用

を確保することが公益上必要な建築物の所有者は，耐震診断を行い，その結果を「岡山県耐震改修促進計画」に

定める期限までに本市に報告しなければならないこととなっております。本市では，指導・助言等を適切に行い，

当該建築物の耐震化を促進します。 

８ 地震に伴う崖崩れ等による建築物の被害の軽減対策に関する事項 

地震に伴う崖崩れや大規模盛土造成地の崩壊等による建築物の被害軽減のため，がけ地近接等危険住宅移転事

業，住宅宅地基盤特定治水施設等整備事業等の活用を関係機関・部署と連携してすすめます。 

 

 

建築物の地震に対する安全性の向上について，正しい理解と知識の普及をすすめるため，次のような取り組み

や啓発事業を積極的に推進します。 

１ 防災マップ 

２ 相談体制の整備及び情報提供の充実 

３ パンフレットの作成・配布，セミナー・講習会等の開催 

４ リフォームにあわせた耐震改修の誘導  

５ 町内会等の取り組みの推進 

６ 耐震性能の高い建築物の整備促進，地震保険の普及・啓発 

 

 

１ 耐震改修促進法に基づく指導等の実施 

所管行政庁である本市は，次に掲げる建築物の区分に応じ，所有者に対して適切に指導等を行います。 

(１) 要緊急安全確認大規模建築物及び要安全確認計画記載建築物 

 (２) 指示対象建築物（耐震改修促進法第１５条第２項に規定する特定既存耐震不適格建築物） 

(３) 指導・助言対象建築物（耐震改修促進法第１４条に規定する特定既存耐震不適格建築物（指示対象建築

物を除く。）及び法第１６条第１項に規定する既存耐震不適格建築物） 

２ 建築基準法に基づく勧告又は命令の実施 

 耐震改修促進法の規定に基づく指導・助言，指示等を行ったにもかかわらず，建築物の所有者が必要な対策を

とらなかった場合には，建築基準法に基づく勧告又は命令の実施を行います。 

３ 耐震改修促進法に基づく計画の認定等の実施 

 (１) 計画の認定（耐震改修促進法第１７条第３項） 

 (２) 建築物の地震に対する安全性に係る認定（耐震改修促進法第２２条第２項） 

 (３) 区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定（耐震改修促進法第２５条第２項） 

 

 

１ 関係団体等との連携 

２ 計画の進行管理 

３ 国・県との連携 

第３章 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及 

第４章 耐震改修促進法及び建築基準法に基づく指導等の実施 

第５章 その他建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関し必要な事項 


